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建設経済委員会 所管事務調査報告書 
 

令和８年４月２８日 

 

犬山市議会議長 

 大 沢 秀 教 様 

 建設経済委員長  

 諏 訪   毅 

 

本委員会は、地方自治法第１０９条第２項及び犬山市議会会議規則第９７

条第１項の規定に基づき、下記の事項について調査したので、犬山市議会会

議規則第１０２条の規定に基づき報告します。 

 

記 

１．調査事項 

農地の利活用について 

 

２．調査目的 

現在、市内には耕作者の高齢化や後継者不足により、休耕農地が増加し

ており、耕作放棄地となり住環境の悪化に繋がっている例もみられる。 

農地を活用するために、農業を実践したい人に斡旋、支援するととも

に、将来の農業の担い手育成に寄与する方策を調査研究する。 

 

３．調査方法 

(1) 現状把握（執行部からの現状説明・報告及び質疑） 

日  時 令和７年７月31日 午前９時59分から午前11時30分まで 

場  所 第３委員会室 

出席委員 ６名（全員） 

出 席 者  経済環境部長、産業課長、産業課課長補佐 

主な内容  犬山市の農地利用状況等について説明を受けた。 

・市の農業の現状について 

・新規就農者への市独自補助金について（新規就農支

援、ブランディング支援など） 

・現在の課題について（農業従事者の高齢化と引退、農

地所有者が必ずしも農家ではないという古い農業関連

法規と現状との乖離） 

 

(2) 事前準備（行政視察への質問事項検討） 

日  時 令和７年８月21日 午後１時00分から午後１時34分まで 
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場  所 第３委員会室 

出席委員 ６名（全員） 

主な内容 行政視察に向けた質問事項検討。 

 

(3) 先進地への行政視察 

①埼玉県加須市 

日  時 令和７年10月９日 午前９時30分から午前10時30分まで 

場  所 加須市役所 

出席委員 ６名（全員） 

テ ー マ 田んぼオーナー制度について 

主な内容 ・米作りを市民などに知ってもらうために、農業体験事業

の一つとして実施している。 

・体験型施設として、農村の魅力を発信し、地域の活性化

を目指している。 

・ふるさと納税導入後は、遠方からの参加が増加した。 

・市民祭と田植え体験を同日に行うことで観光客誘致も意

識している。 

 

②犬山市安楽寺 

日  時 令和７年12月17日 午前10時から午前12時まで 

場  所 寺澤農園 

出席委員 ６名（全員） 

テ ー マ 耕作放棄地の活用について 

将来の農業の担い手育成について 

主な内容 ・ドローンによる農薬散布により効率向上を実現。 

・ＡＩ、ＧＰＳによる生育管理システムを使うことで、

作物が病害にかかる感染リスクや農薬、肥料の把握を

している。 

・これらの技術は、担い手不足対策としても有効である。 

 

(4) 委員間討議（課題の抽出） 

日  時 令和７年10月14日 午後１時01分から午後２時01分まで 

場  所 第３委員会室 

出席委員 ６名（全員） 

主な内容 行政視察の振り返り。 

・田んぼオーナー制度は、当初農業体験事業として始まっ

た。 

・現在は、加須市民平和祭（ジャンボこいのぼりの掲揚）

という一大観光イベントと同時開催し、加須市のイメー
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ジアップにもつながっている。 

・学校と連携し、専用区画を設け農業体験を実施している。 

・家族で米作りを体験することで、子どもたちが米作りに

関心を持つ点において非常に有益である。 

 

(5) 当局との意見交換（視察報告） 

日  時 令和７年10月30日 午後３時40分から午後４時26分まで 

場  所 第３委員会室 

出席委員 ６名（全員） 

出 席 者  経済環境部長、産業課課長補佐 

主な意見 ・市の拠点施設を整備して農業体験をするのは難しい。

耕作放棄地解消が優先課題である。 

・田んぼオーナー制度のような体験は、子どもにとって

とても大きな経験となる。より多くの子ども達に体験

してもらい、次の世代に犬山の田んぼを残していく視

点を持って取り組んでほしい。 

 

(6) 委員間討議（調査結果まとめ） 

日  時 令和８年３月17日 午前９時58分から午前10時00分まで 

場  所 第３委員会室 

出席委員 ６名（全員） 

主な内容 所管事務調査報告書案について 

      

４．調査結果 

委員間討議を踏まえ、以下の２点について意見集約した。 

(1) 農業だけでなく観光などの地域資源と融合した「農業×観光」体験イ

ベントを実施することで、農業交流人口を創出し、将来の担い手育成へ

とつなげること。 

(2) ドローンやＡＩなどのスマート農業技術は、省力化や品質向上に大き

く寄与しており、担い手不足対策としても有効である。市として導入支

援を重点化するとともに、先進農家をモデルとして活用し、技術共有や

研修の場を整備すること。 


